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２０１７年度 

産業構造審議会 産業技術環境分科会 地球環境小委員会 

電子・電機・産業機械等ワーキンググループ 

 

日時 平成30年1月29日（月）15：00～17：00 

場所 経済産業省別館３階 312会議室 

 

 

○亀井室長  それでは、定刻になりましたので、ただいまから、産業構造審議会地球環

境小委員会電子・電機・産業機械等ＷＧを開催いたします。 

 私は、産業技術環境局環境経済室長の亀井と申します。よろしくお願いします。 

 本日、委員の先生方におかれましては、ご多忙のところご出席を賜りまして、ありがと

うございます。 

 本日は、田中先生が若干遅れて来られるという連絡がありますけれども、全員にご出席

いただいております。また、本日の審議は公開とさせていただきます。 

 それでは、開催に先立ちまして、秋元座長より一言ご挨拶いただければと存じます。 

○秋元座長  こんにちは。地球環境産業技術研究機構の秋元と申します。本ＷＧの座長

を仰せつかっておりますので、議事進行を進めさせていただきたいと思います。座って、

一言だけ。 

 もう何回もこの会をやっておりますので、いつものことだというふうなコメントしかあ

まりないのですけれども、パリ協定が発効した後、世界全体で、この温暖化問題に対して

より一層厳しく排出削減に取り組んでいかないといけないという周辺状況ははっきりして

いるのだろうと思います。もちろん、トランプ政権など、少し外部擾乱もあるわけですけ

れども、方向性としては間違いなく、我々、この温暖化防止に向けて進んでいかないとい

けないという状況かと思います。 

 特にこのＷＧは、環境にいい製品をつくって、それをエンドユースのところに展開した

り、そして海外に展開したり、そういう中でＣＯ2削減に大きく貢献していく余地の大きい

業界団体だと思いますので、そういうところも含めて、このＷＧの中でどういう取組の可

能性があるのか、どういうことがなされてきて、そこに対してどういう学習ができて、そ

れを他にもどのように広げていけるのかという視点をもちながらレビューをしていきたい
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と思います。もちろん、国内での削減も非常に重要だと思いますので、そこに関しても厳

しい目でみながら、ただ、そこから何か懲罰的にということではなく、いいものをしっか

り広げていって、次に削減に一層つなげていくという形になればいいと思っていますので、

ぜひご協力のほどをよろしくお願い申し上げます。 

○亀井室長  ありがとうございました。 

 本日は、2016年度の低炭素社会実行計画の進捗状況及び2017年度以降の見通し、目標達

成に向けた各団体の取組についてご説明いただくために、電機・電子温暖化対策連絡会様、

日本ベアリング工業会様、日本産業機械工業会様、日本建設機械工業会様、日本工作機械

工業会様よりご担当者にご出席をいただいております。 

 ご説明に当たりましては、あらかじめお願い申し上げておりますとおり、電機・電子温

暖化対策連絡会様におきましては、持ち時間10分、それ以外の団体におかれましては、持

ち時間８分でご説明をお願いしたいと思います。終了２分前と終了時には事務局よりメモ

を差し入れますので、ご協力をお願いいたします。 

 それでは、議事に移りたいと存じます。以降の議事進行は秋元座長にお願いいたします。 

○秋元座長  それでは、議事に入ります。まずは、事務局から配付資料の確認及び資料

３の説明をお願いいたします。 

○亀井室長  お手元のｉＰａｄで資料をお配りさせていただいていますけれども、資料

１は「議事次第」、資料２は「委員名簿」、資料３は「電子・電機・産業機械等業種の進捗

状況の概要」です。 

 資料４から資料８までは各業界からの報告資料となります。業界ごとにセットしており

まして、本日、各業界からご説明される資料には、枝番号の１をつけております。 

 資料４－１は、「電機・電子温暖化対策連絡会」の説明資料、資料４－２はフォローアッ

プ調査票、資料４－３はデータシートであります。 

 同様に、資料５が「日本ベアリング工業会」、資料６が「日本産業機械工業会」、資料７

が「日本建設機械工業会」、資料８が「日本工作機械工業会」のものであります。 

 参考資料として、本年度のＷＧに先立ちまして実施しました「事前質問と回答の一覧」

をつけております。 

 以上が本日の資料の確認でございますが、お手元のｉＰａｄの不具合やご不明な点がご

ざいましたら事務局までお申しつけいただきたいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

 次に、資料３「電子・電機・産業機械等業種の進捗状況の概要」をご説明いたします。 
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 低炭素社会実行計画の４本柱に沿いまして、本日ご説明いただく各業界の報告概要をま

とめた資料であります。 

 削減目標に対する各業界の進捗状況や、「低炭素製品・サービス等による他部門での貢献」

「海外での削減貢献」「革新的技術の開発・導入」に関する定量的・定性的分析の実施の有

無などを整理しております。 

 特に、１つ目の柱立てである「2020年・2030年の削減目標」につきましては、目標指標・

水準や進捗状況に関して妥当性のある説明ができているかどうか、２つ目・３つ目の柱立

てである「他部門での貢献」「海外での削減貢献」につきましては、各業界の強みを生かし

た削減貢献の定量的・定性的な評価を実施・発信できているかどうか、４つ目の柱立てで

ある「革新的技術の開発・導入」につきましては、中長期的に大きな排出削減につながる

ような革新的技術・サービスの開発・導入についても記載の充実を図れないかという観点

から、ご議論をお願いしたいと考えております。 

 資料３の説明は以上です。 

○秋元座長  それでは、資料４以降について、電機・電子温暖化対策連合会から順にご

説明のほうをよろしくお願いいたします。 

○小野寺（電機・電子温暖化対策連絡会）  電機・電子温暖化対策連絡会の小野寺でご

ざいます。それでは、資料４－１に基づきましてご説明させていただきます。 

 １ページ開いていただきまして、「昨年度審議会での評価、指摘事項」では、製品等での

削減貢献などの社会全体のグリーン成長への寄与が盛り込まれた内容をご評価いただいた

と認識してございます。 

 また、今後に向けては、長期的な取組、ＩｏＴ、ＡＩ等の効果に関して期待をいただい

ていると、こういう昨年度の認識でございます。 

 右下のページ数でページを追っていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 次、２ページ目でございます。最初に、当業界の事業特性をご紹介させていただきます。

最大の特徴といたしましては、電気機器、重電、発電機器、電子部品、デバイスなどの非

常に幅広い製品をあらゆる分野に供給している業界でございまして、多様な製品、異質な

事業体の企業からなる業界であることが特徴でございます。また、国内製造業全体のＧＤ

Ｐの17％、雇用の15％程度を占め、国内製造業を下支えする産業でございます。 

 次、３ページに参ります。当業界の実行計画の概要をご紹介させていただきます。当業

界といたしましては、特にライフサイクル視点によるＣＯ2排出削減について、重点取組と



- 4 - 

 

して２点を挙げてございます。１つは、生産プロセスのエネルギー効率改善、エネルギー

原単位改善率を年平均１％改善することを掲げて、2020年度で、基準年度の2012年度に対

して7.7％以上改善を目指してございます。 

 もう一つは、供給する製品・サービスによる排出抑制貢献。現在、24製品・サービスに

ついて貢献量の算定方法を確立いたしまして、毎年度の業界全体での貢献量を公表してご

ざいます。 

 次、４ページ目に移ります。第一の重点取組である「生産プロセスにおけるエネルギー

効率改善」につきまして、昨年度の実績を報告させていただきます。 

 まず、目標指標でありますエネルギー原単位改善率でございますけれども、基準年度比

で13.22％の改善となり、前年度から2.16ポイント改善となりました。これにつきましては、

地道な省エネ活動に加えまして、生産活動が前年を上回ったことで原単位改善が進んだと

考えてございます。 

 企業数につきましては、前年度より15グループが新規参画し、82グループ、326社となっ

てございます。 

 この参加企業数ですが、市場規模でのカバー率も昨年度から５ポイント程度アップして

ございます。また、省エネ法の特定事業者につきましては、団体加盟企業の約90％をカバ

ーしてございますので、排出量の大きな企業はおおむねカバーできていると認識してござ

います。 

 続きまして５ページに参ります。エネルギー原単位改善率の実績を産業別に考察してみ

ました。電機・電子では順調に改善が進んでおりますけれども、電子部品やデバイス分野

の改善が牽引してございまして、組立分野は、地道な改善を進めているものの、改善度合

いは厳しくなってきております。 

 この電機・電子分野はグローバルな市況を受けやすく、生産活動の変動幅も大きいので、

現在は堅調でございますけれども、将来的には予断を許さないという認識でございます。 

 次に６ページ目に移ります。エネルギー使用量について、増加した要因を分析いたしま

した。エネルギー使用量は、前年度に比べて6.6％増加してございます。しかし、そのうち、

6.4％は新規参加企業が15グループ増えたことによる増加分と認識してございます。実質生

産高は昨年度からの既存参加企業で7.9％増えておりまして、その分を景気変動増分とみな

しますと、結果的には7.7％削減したと我々としてはみなしてございます。 

 次、７ページ目に移らせていただきます。当業界は、過去から継続的に省エネ施策を講
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じて着実に削減を進めておりまして、削減量当たりの投資額は、長期的に上昇傾向でござ

います。2016年度は8.2万円/t-CO2になってございます。厳しい状況の中で高効率機器の導

入といった投資は継続しながらも、加えて、地道な管理強化の活動、あるいは制御方法の

改善で対策を行ってきております。 

 次、８ページ目に参ります。具体的な省エネ施策としては、昨年度、省エネ大賞を受賞

した先進事例２件を紹介させていただきます。 

 １つはＩｏＴ技術を活用した省エネルギー工場でございまして、生産棟の新設の際に、

高効率機器の導入に加えまして、ＩｏＴ技術を活用して、あらゆる設備の見える化や、Ｆ

Ａとの連携などによって大きな省エネ効果が出たという事例でございます。 

 続きまして９ページ目でございますが、もう一つの事例は次世代省エネ型オフィスモデ

ルでございます。建設計画から運用まで、デベロッパーや施工・設計業者と連携して、高

効率なエレベーター、空調、照明を採用しまして、それらを画像センサで人を検知する等

しまして、ＢＥＭＳで制御することで大幅に省エネが実現できたという先進事例でござい

ます。 

 次に10ページ目でございます。中長期的なエネルギー原単位改善を進めるための省エネ

対策、つまり、ＢＡＴと、その省エネ見込量を我々としては推計いたしました。当業界で

は、施設、生産装置において導入可能な高効率プロセス、最新の省エネ機器及びその制御

方法をＢＡＴと定義し、エネ研の協力で推計しました。その推計結果がご覧になっている

表でございます。 

 次、11ページに参ります。第二の重点取組であります製品・サービスによる排出抑制貢

献について、昨年度の実績をご説明させていただきます。参加企業による排出抑制貢献量

は、国内では、単年で456万t-CO2、2013年度からの累計で1,967万t-CO2となりました。グ

ローバルでは、単年で1,125万t-CO2、13年度からの累計で5,400万トンという結果となって

ございます。 

 続きまして12ページに移ります。実行計画の参加企業の製品・サービスが国内の各部門

でどのように抑制貢献しているかにつきまして、一部の製品について、ＢＡＵから抑制貢

献量を示してみました。我々の電機・電子部門はさまざまな部門で貢献しているというこ

とがご理解いただけると思います。 

 続きまして13ページになります。当業界の主体間連携の姿のイメージでございます。こ

れはみていただければわかるかなと思いますので、ちょっと省略させていただきます。 
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 続きまして14ページになりますが、グローバル規模でのＣＯ2排出削減を求められる中、

当業界では、デバイス、省エネ製品、ＩＴソリューションのグローバル排出削減貢献ポテ

ンシャルを推計してございます。デバイス・省エネ製品では、日系メーカー最大で12.7億

トン、ソリューションでは最大6.3億t-CO2の削減ポテンシャルがあると推計してございま

す。 

 続きまして15ページになります。当協会、エネルギー需給の両面での革新的技術開発を

推進してございます。例えば火力発電、太陽光発電、風力発電などで高効率化の技術開発

を行ってございます。 

 続きまして16ページ。事例としてパワー半導体、太陽光発電の技術ロードマップ、ＢＥ

ＭＳによる省エネ効果などが挙げられます。 

 17ページに移ります。「長期取組に関する検討」でございますけれども、実行計画参加企

業の中には、2050年に向けたビジョンや目標を掲げる企業が出てきております。表はその

例となってございます。 

 18ページに移りまして、当業界では、検討状況としましては、グローバルチェーンでの

排出量の構造として、Scope3の排出量が大きいという特徴がありまして、バリューチェー

ンを考慮した排出量削減、貢献等が重要であり、業界全体で共有できる方向性の検討を進

めているところでございます。 

 今年度は、今、整理しているところでございまして、検討の結果は18年度出す予定でご

ざいます。 

 最後に19ページになります。我々の活動の業界内外への情報発信の取組でございます。

我々としてはポータルサイトやパンフレットを通じて業界内外への情報発信にも注力して

ございまして、また、セミナー等も通じて業界全体の省エネ活動の活性化や実行計画、参

加促進につなげてございます。 

 以上でございます。 

○秋元座長  ありがとうございました。続きまして、日本ベアリング工業会様、よろし

くお願いします。 

○高柳（日本ベアリング工業会）  日本ベアリング工業会環境対策専門委員会の委員長

をしております、株式会社不二越の高柳といいます。 

 ベアリング工業会も、資料５－１で説明したいと思います。ベアリング業界における地

球温暖化対策の取組について、報告をいたします。まず初めに、ベアリングの機能などに
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ついて説明をしたいと思います。３ページ目をご覧ください。 

 ベアリングは、あらゆる機械の回転する部分に使われている重要な機械要素部品です。

回転における摩擦によるエネルギーロスを減らすための部品で、まさに省エネルギーその

ものを機能としているものです。自動車や新幹線のような乗り物はもちろんのこと、工場

にあっては、工作機械、あるいは製鉄所、発電所などの巨大な装置、家庭では、エアコン、

洗濯機、掃除機などの家電製品にも使われています。また、自然エネルギーを生み出す巨

大な羽根が回転する風力発電にも使われております。 

 ４ページ目をご覧ください。例えば自動車でみてみますと、エンジンやトランスミッシ

ョン、車軸などの部品に使用され、１台当たり100～150個ほど組み込まれていて、なくて

はならない部品であります。 

 ベアリングの典型的な構造としましては、外輪、内輪という大小の２つの輪の間に、ボ

ール、またはころが複数、数個から数十個ほど入っている構造で、基本的に鉄からできて

おります。 

 ５ページ目をご覧ください。近年では、自動車や家電製品においてベアリングをその周

辺部品と一体化させることによって、一つの独立した機能をもたせた構成部品とし、小型

化・軽量化を図り、省エネ性や組立性などを改善したユニット型製品も重点にしておりま

す。 

 業界の規模としましては、加盟業界、企業が34社、2016年度の売上規模は8,200億円です。

低炭素社会実行計画の参加企業は13社ですが、売上規模でみると95％と大勢を占めていて、

参加されていない企業は規模が小さい中小企業となっております。 

 ６ページ目をご覧ください。次に、2020年度の目標と2016年度の実績について説明をい

たします。国内の企業活動における2020年度の削減目標は、2020年度におけるＣＯ2排出原

単位を1997年度比23％以上削減することに努めるとしております。この目標の前提条件は、

電力の排出係数は3.05t-CO2/万kWhに固定することと、2020年度の生産量は、目標の策定時

の直近の2012年度レベル以上とすることとしております。 

 2012年まで、環境自主行動計画で、省エネ法の年率１％を念頭に置いて、自主努力がわ

かるように、電力固定係数ベースのＣＯ2排出原単位の目標を設定したことから、本計画に

おいても同様の水準、基準とし、継続性を保つようにしたものです。 

 また、これまでに着実に省エネ対策を実施してきたことから、省エネ対策の余地が少な

くなってきておりますが、2020年度に23％以上削減となるように目標を設定したものです。 
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 当工業会の目標指標であるＣＯ2排出原単位の推移ですが、1997年度から現在に至るまで、

このグラフの赤線の折れグラフで表示しておりますけれども、多少の上下の変動はありま

すが、着実に減少傾向となっております。 

 次の７ページ目をご覧ください。直近の16年度の実績では、基準年度の1997年度と比べ

て76.1％、つまり、23.9％削減となり、目標の23％削減水準に達しました。経済産業省指

定の要因分析を行ってみると、ＣＯ2排出原単位では、1997年度比39.2t-CO2/億円減少して

おりますが、事業者の省エネ努力で－41.5t-CO2/億円と、削減に大きく寄与したことがわ

かります。また、ＣＯ2排出量では、1997年度比1.9t-CO2増加しておりますが、事業者の省

エネ努力で－14.3万t-CO2、燃料転換等による変化で－3.8万t-CO2、購入電力の原単位変化

で＋4.0万t-CO2、生産活動量の変化で＋16.1万t-CO2と、増加した要因は購入電力の原単位

変化と生産活動量の変化によるものであり、事業者の省エネ努力分と燃料転換削減効果に

よって1.9万t-CO2に抑えることができたと考えております。 

 ８ページ目をご覧ください。次に、「低炭素製品・サービス等による他部門での貢献」に

ついてです。冒頭で説明しましたとおり、ベアリングは回転における摩擦によるエネルギ

ーロスを減らすための部品で、まさに省エネそのものを機能としているものです。このペ

ージの表に示しておりますのは、近年に研究が行われ、開発されたＣＯ2削減効果がある主

な製品を記載しております。 

 ９ページ目をご覧ください。また、海外での削減貢献については、これまでも進出先国・

地域の環境保全に関しては、現地の状況を十分に考慮しつつ、事業展開を図ってきており

ます。このページには中国の上海における活動の一例を記載しております。 

 10ページ目をご覧ください。「革新的技術の開発・導入」については、電気自動車、燃料

電池車など、次世代自動車に向けたモジュール製品、インホイールモータシステムなど、

ベアリングにかかわるシステム商品の開発、新幹線に使用されているベアリングの技術開

発等々を行ってきております。 

 以上でベアリング業界における地球温暖化対策の取組の説明を終わらせていただきます。

ありがとうございます。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。続きまして、日本産業機械工業会様、よ

ろしくお願いします。 

○庄野（日本産業機械工業会）  日本産業機械工業会の常務理事の庄野と申します。資

料６－１でご説明させていただきます。 
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 ３ページ目をお開きください。私どもの業界の概要でございますけれども、ここに挙げ

ておりますように、ボイラ・原動機・タービンや鉱山機械、化学プラント、ごみ処理、大

気汚染や水処理、動力伝導装置と多種多様な各製造企業の方々の生産財をつくってござい

ます。ものはほとんどが受注生産になりますので、お客様の仕様でいろいろつくり込むと、

そういった形態になってございます。 

 次のページに行ってください。受注金額の推移ということで、最近ですと、2014年をピ

ークに、年々減少と。2017年、若干上がっておりますけれども、こういう形で受注は下が

っております。生産は、この後、半年から平均１年ずれておりますので、後で生産金額が

出てきますけれども、若干受注金額とはずれがあるということをご承知おきください。 

 次のページに行ってください。ＣＯ2の排出量の実績でございますけれども、2008年から

2012年の５年平均にしてございますけれども、それから比べても、2016年は1.6％の減少と

なってございます。 

 次の６ページ目をご覧ください。ここに排出量の推移としてエネルギーごとの形で書い

てございますけれども、購入電力が一番多く減少になっておりまして、2.0％の減少という

形になっております。その購入電力とその他燃料の割合が下のグラフに書いてございます

けれども、購入電力の割合が年々上がっております。そこで、購入電力の原単位の関係で、

ＣＯ2の排出量も変わってくるというような形になってございます。 

 次のページをご覧ください。購入電力以外の主な燃料の原油換算値の推移ですけれども、

使用量が当然減っていますので、こういう形で大きく下がっております。都市ガスへの転

換というのは割とあったのですけれども、それが主に電力に変わっているということで、

大きく都市ガスも減っているというのがございます。 

 次の８ページ目をご覧ください。まず生産額の推移ですが、先ほど申し上げましたよう

に、受注金額も下がっておりますので、16年度も6.7％の減少。一方、エネルギー消費量で

すけれども、わずかでございますけれども、コンマ8％ほどの増加になっております。これ

はものをつくる生産の方式によりまして、大きな工場の中で基礎的なエネルギー源とか何

かは、生産金額が下がっても、一気に同じようにリニアで下がってきませんので、こうい

った現象が出てくると分析してございます。 

 あと、そういう関係で、エネルギー原単位につきましては前年の2015年よりも8.5％増え

るというような状況になってございます。 

 次のページをご覧ください。実行計画の現状ですけれども、今の目標が、2020年度、－7.
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5％という形で、毎年１％減少なので7.5％という形になっておりますけれども、流れとし

ては何とか達成できるのではないかと。2030年度につきましては、まだまだ状況わかりま

せんが、同じように努力していくということを考えてございます。 

 次に、10ページ目に、各会員企業から報告のあった省エネルギー対策の事例でございま

す。各産業と変わりございません。生産設備については、ここに書いてございますように、

電熱設備、照明、空調、コンプレッサ、これは生産設備の中のコンプレッサ関係ですが、

受変電設備、その他生産設備、こういったものを省エネの機器に代替していくというよう

なこと。また、一般事務所も含めまして省エネ活動を進めるということを行っております。 

 次のページに、各事業所の省エネ活動によって効果があったものを掲げてございます。

これはちょっと原稿提出が早かったものですから、2016年度の実施状況ですけれども、お

手元にお配りしております環境活動の2017年、これはできたばかりですけれども、これに

毎年、各事業所のいろんな活動の状況を載せております。最新のものについてはこれをご

覧いただきたいと存じます。 

 次のページには、私ども、先ほど申し上げましたように、いろんな各生産財を出してご

ざいます。省エネ機器、いろいろ開発して、ユーザーの皆様方に提供してございます。最

新の設備等については、先ほどの環境報告書に書いてございますのでご覧いただきたいと

存じます。 

 次の13ページ、これは昨年ご質問のあった、私どもの活動の中で再生可能エネルギーで

どのような実績ということで、風力発電、こういったものが生産財の中で効果が出ている

というものを挙げてございます。 

 あと、「海外での削減貢献」というのが14ページ目に書いてございますけれども、結局、

受注生産でございますのでお客様によって変わりますが、いろんな新しい技術につきまし

て、ここの上に書いてございますような造水設備だとか排水再生システム、そういったも

のをいろいろお客様のニーズに合わせながら開発して提供しているというような活動をや

ってございます。 

 あと、当然のことながら、お客様に最新の機器を導入するということで、いろんな新製

品の開発を日夜続けているというような活動を行っております。 

 以上でございます。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。続きまして、日本建設機械工業会様、よ

ろしくお願いします。 



- 11 - 

 

○内田（日本建設機械工業会）  それでは、資料７－１、建設機械工業会の取組につき

ましてご説明させていただきます。 

 １ページ目でございますけれども、昨年度の審議会での指摘事項というところでござい

ますが、海外貢献について定量的な評価を加えてほしいということで、これも何度かご指

摘いただいたところでございまして、今年度につきましては、海外で稼働している日本製

の建設機械についてのＣＯ2削減の寄与度を定量化しております。それから、ここはちょっ

と製品と両方の取組をさせていただいておりますけれども、海外工場につきまして、今年

度も定量化について検討したのですが、なかなか難しい点もありまして、海外工場のほう

は今年度定量化ができませんでした。よって、今年度については、低炭素社会実現に向け

た海外工場での取組についてご説明させていただきたいと考えております。 

 ２ページ目、「建設機械業の概要」でございます。油圧ショベル、ホイールローダ、建設

用クレーン、道路機械等を生産する製造業の団体でございます。業界の規模としましては、

企業数が103社、市場規模としましては２兆345億円となっております。 

 業界の現状としましては、建設機械は、社会生活で欠く事のできないインフラの整備を

効率的かつ安全に行うことを可能にするものでございます。旧来の人力施工では不可能な

大規模工事を可能にしただけでなく、工期の短縮や省力化、災害復旧等の危険が伴う作業

現場での安全確保等、建設機械がインフラ整備を通じて生活向上に果たしてきた役割は非

常に大きく、今後もそれに変わりはないと考えております。 

 それから、ハイブリッド機、ＩＣＴ建機、電気駆動機等の省エネ性能のすぐれた機械で

すけれども、現在、省エネ性能のすぐれた機械に補助金をつけていただいておりますけれ

ども、そちらの補助金事業の後押しもありまして、現在、我が国の建設機械産業は国内需

要に対応するのみならず、輸出の増加、メーカー各社の積極的な海外事業展開を通じて、

国際産業として成長を遂げております。 

 ３ページ目、建設機械業界の低炭素社会実行計画の概要でございます。目標指標でござ

いますけれども、ＣＯ2排出量、2020年目標ですが、これは2014年の５月に策定させていた

だいておりまして、製造に係る消費エネルギー原単位を、2008年から2012年の５年平均実

績に対して８％の削減に取り組むということです。それから、2030年目標については2015

年の３月に策定させていただいておりまして、製造に係る消費エネルギー原単位を2013年

の実績に対して17％の削減に取り組むということです。 

 目標策定の背景は、省エネ法に基づくエネルギー原単位、年平均１％以上の改善という
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のを目標にさせていただいております。 

 目標水準設定の理由とその妥当性ですが、業界としての温暖化対策への取組を的確に評

価するため、生産変動で増減する消費エネルギー総量ではなく、消費エネルギー原単位を

採用しております。2013年において既に2020年目標の数値を達成しましたが、2030年目標

をさらに踏み込ませていただいて、その2013年実績に対して年平均１％、17％の削減を目

指しておるところでございます。 

 ４ページ目でございます。2016年度の取組実績です。2016年度の実績値ということで、

生産活動量が２兆345億円で、ＣＯ2の排出量が40.9万トン、ＣＯ2原単位が20.1トンという

ことでございます。 

 進捗率でみさせていただくと、2020年目標に対しては255.9％、2030年目標については、

今回ちょっと悪化しておりまして、30.1％ということになっております。こちらにつきま

しては、2014年実績値、建設機械については排ガス規制が段階的に、2006年、11年、14年

とかかってきておりますけれども、2011年実績値の生産猶予の期間終了前の駆け込み需要

というのが年度末にありまして、先行生産が大幅にふえまして、その規制に対するテスト

も結構発生しまして、エネルギー量は増加したと。 

 一方で、売り上げは翌年度に立つということもありまして、私どもでは、生産活動量、

売り上げとエネルギー消費量の比較をしておりますので、タイムラグが発生したというと

ころもあって、ちょっと原単位が悪化をしたというところでございます。これは一時的な

ものだと考えておりまして、2017年度以降については着実に減少するというような形で考

えています。 

 ５ページ目でございます。2016年度の取組実績の２つ目です。エネルギー消費量は18万8,

000キロリットルで、エネルギー原単位9.24ということで、年度基準値では20.5％マイナス

になったというところです。2016年の具体的な取組事例についてはご覧いただければとい

うところです。 

 ７ページ目が「低炭素製品・サービス等による他部門での貢献」ですけれども、省エネ

ルギー型建設機械については、補助金をつけていただいているということもありまして、

着実に削減が進んでいると考えております。2016年度の実績では72万トン、2020年度では、

削減見込みを100万トンと考えておりますので、着実に推移しているということでございま

す。 

 次の８ページ目でございます。これは先ほど申し上げたとおり、海外の製品からの排出
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分を定量化させていただいております。調査会社のデータを一部用いておりますけれども、

2030年の全世界での最主力機種である油圧ショベルの稼働台数を想定、削減見込量を試算

しております。試算方法についてはこちらに書かれているとおりですけれども、試算させ

ていただきますと、2030年、240万台程度の油圧ショベルが全世界で稼働しているだろうと

考えておりまして、そのうちの半分は日本製のものと想定しております。あと、１台当た

りのＣＯ2の排出削減量、それから、2020年燃費基準100％達成建機レベルのものの削減率

を掛け合わせると、油圧ショベルだけで約421万トンの削減ポテンシャルが1990年比である

であろうとみております。 

 ただ、これは日本分のものも含めておりますので、日本を除いた世界では260万ぐらいの

削減ポテンシャルではないかとみております。 

 次のページからは海外工場での事例紹介ということになっております。９ページ目が、

水銀灯からＬＥＤ照明に交換した省電力化の事例でございます。 

 それから、10ページ目がコンプレッサの廃熱回収ということで、これはコベルコさんの

中国工場での事例ですけれども、10カ月間で累計278トンの蒸気を節約し、10カ月の削減費

用としては4.5万元になったというような例でございます。 

 11ページ目は「地球温暖化防止への貢献、カーボン・オフセット」ということで、日立

建機のオーストラリアの事業所では、全社挙げて節電運動、それから省エネ照明、社有車

のエコカーへの切りかえを行っていて、8,858トンのＣＯ2のオフセットをすることで風力

発電や森林再生プロジェクトに貢献し、地球温暖化防止へ役立てたという報告であります。 

 12ページ目は「革新的な技術開発・導入」ですが、革新的な技術の部分については、各

社の戦略的な部分もあって、先行発表するのが難しく、記載していないのが現状でござい

ます。 

 その他の取組ですが、業務部門での取組では、業界として目標策定には至っておりませ

ん。エネルギー消費はわずかというところもあって、重要性に乏しいという見方をしてい

ます。運輸部門の取組については、目標策定には至っておりません。港湾部への工場建設

によりトラックでのＣＯ2排出量の削減、部品の内製化を進めることにより、サプライヤー

からのトラックでの納入も少なくなり、ＣＯ2排出量の削減には寄与しております。あわせ

て、建設機械については重機運搬トレーラーで輸送するのですけれども、単体物に限ると

いうことが道路法で決められておる関係で、本体とその附属品を相積みできないという事

情もありまして、トラックの台数が非常にふえているという実情があります。企業努力だ
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けではなかなかできないという部分もあって、そういったばら積み緩和については国土交

通省のほうにも規制緩和要望をしていくということで考えているところです。 

 その他の取組の２つ目としては情報発信の取組ということですが、前回、ここは同様と

いうことですので、ご覧いただければと考えております。 

 以上でございます。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。それでは、最後になりますけれども、日

本工作機械工業会様、よろしくお願いします。 

○鈴木（日本工作機械工業会）  日本工作機械工業会事務局の鈴木と申します。 

 工作機械業界の2016年実績等につきまして、お手元の資料８－１をもとにご説明申し上

げます。 

 ８－１、３ページをご覧くださいませ。日本工作機械工業会の2016年11月末の会員数は9

7社で、会員企業の大多数が旋盤やマシニングセンターといった金属切削型の工作機械を生

産しております。日本の工作メーカーは世界最高水準の工作機械を世界に供給しており、

生産額については、2016年時点で、リーマンショック前の水準にはやや届かずという状況

にございます。 

 続きまして４ページをご覧くださいませ。当会のエネルギー削減目標についてご紹介申

し上げます。まず、2020年目標につきましては、削減対象をエネルギー原単位としており、

2008年から2012年のエネルギー原単位の平均値を基準に、2013年から2020年までの８年間

で年平均１％削減することを目標に進めております。 

 本目標につきましては、景気変動や達成状況等を鑑みて、内容の見直しをすることは可

能としてございます。 

 続きまして５ページ目をご覧くださいませ。次に2030年目標についてですが、基本的に

は2020年目標と同様でございますが、2021年から2030年までのエネルギー原単位を前年比

平均0.5％改善を努力するという点が異なっております。2030年目標につきましても、202

0年の結果が出た後等に見直し等を可能とするようにしてございます。 

 続きまして６ページ目をご覧くださいませ。2016年の実績につきましてご説明申し上げ

ます。エネルギー原単位は117.5ℓ/百万円となり、基準比17.1％改善しております。一方で、

前年、2015年比では、エネルギー原単位が3.5％悪化しております。これは2015年に発現し

た中国市場での特需が2016年はなくなったことで、工作機械生産金額が前年比で7.1％減少

したことが主な要因として考えられます。 
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 ７ページ、８ページ目ですが、参考までにこれまでのエネルギー原単位の推移等につい

て掲載してございます。 

 ９ページ目をご覧くださいませ。ＢＡＴの導入状況でございますが、９ページの表のと

おりとなっておりまして、当会のアンケート調査によりますと、会員企業の工場では、エ

ネルギーの多くを空調設備や照明設備で消費しております。まずはこれらの消費エネルギ

ーを削減するべく、各社では、空調機の更新や、高効率照明の導入に取り組んでおります。 

 10ページ目をご覧くださいませ。「他部門及び海外での削減貢献」については、10ページ

記載の効率のよい工作機械等を普及させることで消費エネルギー削減を目指してまいりま

す。 

 11ページ目をご覧くださいませ。「革新的技術の開発」ですが、当会では、ＣＦＲＰ（炭

素繊維強化プラスチック）製の５軸マシニングセンターの開発に取り組んでおります。開

発が実現すれば、従来製品よりも約20％の消費エネルギー削減が見込まれます。これは20

15年に当会が加工システム研究開発機構を設立いたしまして、主要会員各社と大学研究室

及びＮＥＤＯの産学官が連携して研究開発を始めたものでございます。2016年は縮小版モ

デルを作成、研究開発を進めました。2018年の実用化を目指して開発を進めている状況で

ございます。 

 続きまして12ページをご覧くださいませ。また、2016年は、従来発行してまいりました

会員各社の環境活動事例集でございます「環境活動マニュアル」の第10版を作成いたしま

した。本日お手元に配付しております。こちらの冊子でございます。会員各社でマニュア

ル掲載の他社事例を参考に横展開を進め、省エネを進めている状況でございます。 

 最後に13ページ目でございますが、環境活動状況診断書問診票の見直しを行っておりま

す。従来はＩＳＯ14001をベースにした問診内容としておりましたが、省エネに特化したも

のに変更しております。問診を通じて各社に気づきを促すことで省エネの取組を促進して

まいります。 

 2016年の主な取組は以上のとおりでございます。引き続き当会では、2020年及び2030年

の目標達成に向けて取り組んでまいります。 

 以上で、工作機械業界の報告を終わらせていただきます。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。 

 いずれの業界さんもほぼ時間どおりで、ぴったりかと思います。残り60分余りという時

間がありますので、これから議論したいと思いますけれども、今回も日本建設機械工業会
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様は海外貢献というところを新しく算定されていて、私としても、ご貢献いただいて、い

ろいろ昨年度のツケを返していただいたと思いました。非常にありがとうございます。 

 それでは、ただいまご説明のありました各業種の取組内容について、ご質問、ご意見等

がございましたら、ご発言をお願いしたいと思います。委員からの事前質問に対する回答

も参考資料として配付してありますので、必要に応じて参考にしていただいて、回答が十

分でない等のご意見があれば、それもあわせてご意見を頂戴できればと思います。 

 恒例で、まずは産構審の委員からご発言ということで、その後に中環審の委員からご発

言いただければと思います。その後、必要に応じて、環境省、そして事務局からもご発言

いただければと思います。 

 なお、各業界や関係省庁へのご質問については、委員のご発言を一通りいただいた後に

まとめて回答させていただこうと思いますので、分量が多くなるとメモも大変かもしれま

せんが、ちょっとメモをとっていただいて、まとめてという形でお答えいただければと思

います。 

 それでは、ご発言される際は、お手元のネームプレートを立てた上でお待ちいただけれ

ばと思います。いかがですか。 

 そうしたら、山下委員からお願いします。 

○山下委員  ありがとうございます。 

 いつも、この電子・電機・産業機械の会合は、積極的に取組をされていることと成果が

上がっていることで大変感銘を受けます。丁寧なご説明を短時間に効率的にしていただき、

ありがとうございました。コメントとご質問と混ざっておりますが、順番に申し上げます。 

 まず電機・電子工業会さんですが、配布資料の質問の部分で、国際的取組、あるいは標

準化を進める中で、海外から反応はありましたかという質問に対して、特段のフィードバ

ックはありませんというご回答だったと思います。長年、電機・電子さんが先駆的に取り

組まれている標準化の取組、特に今回はサプライチェーン全体の、あるいは商品を使うと

ころまで含めた貢献を数値化する、定量化する取組は、非常に重要だと思いますので、フ

ィードバックがあろうがなかろうが、先に定量化に取り組んでいる先見性はアドバンテー

ジにつながりますので、ぜひ元気よく続けていただきたいと思います。 

 次に省エネ大賞について。もちろん、機器の受賞はとても重要ですが、次世代型オフィ

スの受賞例は電機・電子産業を超えた建築物、それから不動産業との取組ということで、

クロスオーバーの連携として、非常に大事だと思いました。 
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 様々な活動の実績を積極的に英語に翻訳し、海外にも出ていって、積極的に広めている

電機・電子さんと、今まで政策側のハードルの高さもあって、取組がいささか遅れていた

ビル・建築物の分野を結びつけるものとして、これからますます脚光を浴びる分野かと思

いますので、引き続きどうぞよろしくお願いします。 

 ベアリング協会さんについて。小型・軽量化のユニットをつくるなど、これからも見え

ないところで非常に大きな貢献をされていく製品かと思います。従って、製品を通じて貢

献していることに自信をお持ちになって、できれば何らかの計量的な分析を出すなど、ど

こからでも結構ですが、他の製品を通じた貢献をアピールする姿勢をこれから身につけて

いただけると良いと思います。 

 コメントが続きます。産業機械工業会さんについて。足元での多少の原単位の悪化は景

気の変動で致し方ないことかと思います。説明の中で、生産効率を上げるための投資が多

かったことと、機械も増えたためにエネルギー消費が増えてしまった一方で、固定消費分

があるために、なかなか改善ができないというご説明でしたが、今後、省エネルギー法の

中でも判断基準のほうで、生産効率を上げながら省エネルギーをすることが重視されてい

くかと思いますので、ぜひその辺も、工業会さんとして、会員企業の皆様に宣伝というか、

心がけるようにというような旗振りをしていただけると良いかと思います。 

 建設機械さんへのご質問です。対2030年目標では、30％程度の達成率ということで、少

しハードルが高そうにもお見受けしますが、今後も目標の見直し等は考えずに、何らかの

新たな手段で頑張られるのかという点につきお聞きしたい。もう一つは、油圧ショベルで

のＣＯ2削減ポテンシャルの世界貢献について、初めて計算していただいたことは大変すば

らしいと思いました。他の例も今後加えていただけるのかどうかご教示下さい。 

 最後に、工作機械工業会さん。ＣＦＲＰの取組については、今後の実用化を目指して産

官学の連携でぜひ進めていただきたい。「環境活動マニュアル」を丁寧に作成し、シェアさ

れているという点に毎年、感心、感動している。今回、その問診票の活動については省エ

ネに重点を置いたというご説明でしたが、その背景について追加のご説明をいただけると

ありがたく存じます。 

 以上です。 

○秋元座長  どうもありがとうございます。それでは、田中委員、お願いします。 

○田中委員  大変ご丁寧なご説明、どうもありがとうございました。こちらの会議では

特に製品が効率よくなって、それが社会に広まっていき、社会全体でどれだけ貢献がある
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かが大事な部分です。皆様も実際、リストアップされていて、とてもいいと思っておりま

す。細かいところになりますが、気がついたところを少し申し上げます。 

 実は過去にも同じような発言をさせていただいているのですけれども、申し上げました

ように、その製品自体の効率アップ、省エネですとか低炭素に貢献する部分でどのように

社会に貢献していくかというのは、皆様、本当にそうやっていろいろ努力されていただい

ています。その他に、それぞれの製造の段階で低炭素化、再エネなどを使うことでどれだ

け削減するかという部分もカバーされています。 

 ３つ目のポイントとして、これが過去にも申し上げていたことなのですが、まだ議論を

入れていただいてないと感じたことがございます。低炭素化社会に向けていくに当たって

低炭素型の技術が増えていく、あるいは省エネ型の技術が社会に入っていく、日本に限ら

ず世界に入っていく中で、その周辺技術にどのように絡んでくるかといった視点がまだ足

りてないと思います。 

 具体的に申しますと、例えば電子・電機さんでいいますと、以前も例に出させていただ

いたのですが、太陽光発電の利用が進むことで周辺機器としてのインバータも付随して世

界的に入っていきます。太陽光発電そのものは、特に海外製のもののシェアがどんどん増

えている中で、日本では、日本製のインバータがある程度主流で入っていて、ある程度日

本製のものの強みというものも出ていると思います。ただ、世界では、他国メーカーのも

ののシェアが大きいです。 

 インバータの高効率化ですとか高性能化というようなものも大変努力されているという

ことも存じ上げております。低炭素型の社会に移行することでそういった周辺機器の利用

がより一層増えていくものに関しては、低炭素化社会が進むことで周辺機器の売り上げ向

上にもつながる、ウィン・ウィンの関係にもありますので、その辺を踏まえて定量化とい

うことを考えていただけるといいのかなと思います。そうすると、その技術そのものの信

頼性を上げて、コストも低下してといったところにつなげれば、本当に世界の周辺機器の

日本シェアも増え、かつ、主である低炭素技術によるGHG削減も進む、ということになりよ

いのではないかと思います。 

 同じく、産業機械さんでいえば、太陽光発電を製造する機械、あるいは太陽光発電に限

らず、そういった低炭素化のための設備が今後世界でどんどんつくられていくときに、汎

用的な機械に関しては現地の安いものを使うにしても、そのコアになるような製品をつく

る部分は先進国の技術が使われているケースというのが非常に多いので、そこに食い込ん
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でいき、日本の技術のよさを売り込むチャンスでもあります。ぜひそういった観点を入れ

ていただければと思います。 

 つまり、将来の低炭素型社会では本当に大きくいろいろなところが変わってきます。そ

こでのシェア拡大、それぞれの業界の発展、そういったところを踏まえて、今後どれぐら

いGHG削減に貢献できるかを、風呂敷を広げるではないですけれども、考えていただけると

ころがあるのではないかと思っています。 

 それと、今の話にもつながりますが、例えば2050年80％削減という言葉があります。義

務ではない、目指すものであるという意見はあるかと思いますが、例えばそういった大変

ドラスティックに変わる社会を想定したときに、自分たちの業界が今後どのように進める

のかなど、ある程度の絵姿や、目標など、今後入れていただけると非常におもしろいのか

なと思います。現在のご発表は、地道な努力についてのご報告とそれを続ける場合の将来

についてのご発表が多いので、そうではなく、大幅削減するときにどうか、といった観点

もあるとよいと思っています。これはもしかしたら事務局へのお願いかもしれないですが、

表の右側に追加されるようなことかと思います。 

 最後に非常に細かい点で恐縮ですが、建設機械さんのスライドの中で、油圧ショベルの

ところですが、2030年の想定台数というのを今の稼働台数で考えていらっしゃるのですけ

れども、今後、途上国などの都市化がどんどん進んでいく中で稼働台数自体も上がってい

く部分があるのかなと思いまして、そういった将来的なビジョンというものも盛り込んだ

ところで需要も考えていただけると、よりもっとポテンシャルが上がるという数字が出て

くるのかなと少し思いました。 

 以上です。 

○秋元座長  どうもありがとうございます。それでは、岡部委員、お願いします。 

○岡部委員  プレゼンテーションありがとうございました。各団体の報告内容が毎年洗

練化されていくので、私自身、大変勉強になります。 

 特に昨年の評価指摘事項を受けて、各事項をきちんとフォローされ、前進させていこう

とされている各団体に本当に敬意を表したいと思います。本小委員会のメンバーは、伝統

的な産業分野で、特に日本の経済成長を牽引してきた産業です。今日示されたパンフレッ

トなども非常にきっちりと作成されていて、他の産業分野にも、こうした姿勢が広がって

いけばと強く感じています。では、幾つか質問させていただきます。 

 まず電子・電機について質問します。パワーポイントの４ページ目に「参加企業数の推
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移」が示されています。私が参加した2013年から徐々に増加していますが、他の小委員会

の報告を聞くと、参加企業がなかなか増えていかないようです。電子・電機で参加企業が

増えていくのは、業界団体として積極的な方策を打たれているのでしょうか。もし具体的

な取組があれば教えていただきたいと思います。 

 次にパワーポイントの17ページ目で、2050年ビジョンに取り組んでいる会社を紹介され

ています。2050年に向けた長期ビジョンを掲げている企業は、有名なメーカーが多いよう

ですが、長期的な目標を掲げる際に、電子・電機の対策連絡会は、何らかの役割を果たし

ているのでしょうか。もし具体的な事例があれば教えていただきたいと思います。本日の

他の団体のご報告の中では、2050年ビジョンについて、積極的な取組に関する報告が無か

ったと思います。電子・電機の先進的な取組として、ご参考までに教えて頂けますか。さ

らに、この点については，他の４業界の方にもお伺いしたいと思います。こうした電子・

電機のような2050年に関する長期ビジョンを策定されている企業をご存じないでしょうか。

もしご存じであれば教えていただきたいと思います。また、各団体で2050年に向けて何ら

かの取組をしているのかについてもお願いします。 

 最後の質問です。工作機械工業会の「環境活動マニュアル」、これは先ほど山下委員も非

常に高く評価されていて、私自身も毎年このマニュアルを拝見するたびに素晴らしい取組

だと感じています。このマニュアルには、毎年様々な事例が追加されていますが、各参加

企業からみれば、こうした作業は、非常に手間がかかり、負担になっていると想像されま

す。こうした取組に協力してくれる参加企業に対して，何らかのインセンティブのような

ものを工業会で用意されているのでしょうか。それとも、参加企業の意識が高く、次々と

送付されてくるということでしょうか。この工作工業会の取組については，私も他の小委

員会で紹介することがあるのですが、恐らく、作成しようとしてもなかなか集まらないと

いうことが問題になってくると思います。工作機械工業会は、2002年からマニュアル作成

を進めてきたわけですが、この間の取組に関して、問題点などがあれば、ぜひ教えて頂き

たいと思います。以上です。 

○秋元座長  どうもありがとうございます。堀委員、お願いします。 

○堀委員  本日、説明と、この表をみて、非常に努力されて、目標をかなり達成されて

おりますので、本当にご努力に敬意を払います。私の記憶ですけれども、３年ぐらい前は

かなり目標値を達成するのに四苦八苦されていて、何とかここでそのためのアドバイスを

送っていたのに比べると、前回くらいから皆さん方の活動量が非常に進歩して、今回続け
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てこのような成果が出たことは非常に評価したいと思います。 

 一方で、どこら辺を頑張られたのかというところに着目すると、「地道な活動の努力」と

いう言葉があったのですけれども、そのときの対策は、インバータを入れるとか、ＬＥＤ

を入れると。それから少したって、太陽電池を使うとか、パワーデバイスに言及されるよ

うになったわけですね。そういったときに比べると、現在、ドラスティックに環境が変わ

ろうとしています。皆さん方ご存じのように、ＩｏＴとＡＩですね。１年半前にこの会議

で、ＡＩとＩｏＴにも考慮してほしいという発言をしたことがあるのですけれども、やは

りここら辺についてはアージェントに、緊急に、何らかの勉強と、次への方策を早く打つ

べきかなあと思っています。 

 全体への質問で、ＩｏＴとＡＩについて考えてほしいというのがここにもあるのですけ

れども、ほとんどの業界の方が、まだ定量的な算出にいかず、ソサエティ5.0とかそういっ

た、超スマート社会ですか、そこら辺の動向をみながら策定するというような答えなので

すけれども、多分、それではもう間に合わないのではないかなと。間に合わないというの

は、世界中で取り組んでいますし、これがイノベーションにもつながると思いますし、当

然、低炭素社会、排出量、ＣＯ2削減にも大きな技術革新になって、今までのインバータと

かＬＥＤとか太陽電池とかパワーデバイスのように順番に考えられるものでなくて、ここ、

急激に入ってきた技術ですね。これについては積極的に取り組んでいただきたいなと思っ

ています。 

 その一方で、これに少し近くないといったらいかんのですけれども、ダイレクトに取り

組むには環境が整ってないような業界さんもあると思われます。そういった意味で、電機・

電子業界さんですね。何とかイニシアティブをとって、この１年から２年でもいいので、

この業界さんをつなぐ横軸のワーキンググループをつくって、そちらでの情報とか技術革

新を他の業界さんに伝授するようなワーキンググループをつくられて、早急に、このＡＩ

とＩｏＴをつくったＣＯ2削減というのはどれくらいのもので、定量的な評価というのはで

きるのかできないのか、するのならどれぐらいになっていけるのかというアクションを起

こしていただきたいなと思っています。 

 これは強い意見ではなくて、技術屋なので、私たち大学人でも、今まで考えていたのと

はもうドラスティックに世界が変わるようなことができるというので議論しているので、

ここを制するものは、多分、世界を制するのではないかと思っていますので、強いお願い

でございます。 
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 それと２番目は、先ほどもいろいろご意見が出たように、現実きちんきちんとやってい

くというのはもちろん重要ですけれども、ここは強いタスクフォースを上げて、守ったら

ペナルティというところではないわけですね。そういう意味で、大分前に立てた目標値と

いうのを、もう一度ＡＩとかＩｏＴを入れて、少しレベルを上げるような努力もされるの

がいいのではないかなあと思っています。そこに、2050年の話が出ましたけれども、2050

年とか2040年からバックキャストしていただいて、このためには今こうしなくてはいけな

いというような絵を書かれると、もちろんこれは正解なんてないので、大胆な発想をして

いただければいいのですけれども、そういったものがあると、全国民やいろんなところが、

このＣＯ2削減に夢を感じてくれるのではないかなあと思っています。 

 例えばＩｏＴ、ＡＩが来たので、今から今度未来をフォーキャストすると、次に、2040

年、何が来るかと自分なりに考えると、多分、ロボットかなあと。そのときにグローバル

化というのがあるのではないかなと思っています。2040年には人間を超えたロボットがで

きるというような話もありますので、そんなのが来たときにＣＯ2はどのようになるかとい

うのも議論して、夢を形にしていただけると非常にうれしいなと思いました。強いコメン

トでなくて、そのようなアクションを起こしてもらえるとうれしいなというコメントです。 

 もう一つは、田中委員のコメントと非常によく似ているのですけれども、これまでにＣ

Ｏ2が削減することで生産量とか生産活動量が上がったような例があるのかどうか。エネル

ギー保存の法則を考えると、ＣＯ2を使った車みたいのができれば下がると思うのですけれ

ども、それは一時的な効果ですけれども、少し間接的につなげて、ＣＯ2を削減すると利益

が出るというふうに置きかえていただいてもいいのですけれども、そのような事例という

のが今までにあるのかどうか。あれば教えていただきたいと思います。 

 間接的にはいっぱいあります。先ほどのＣＦＲＰとかそういったのができることによっ

て、世の中の波及効果としては利益が出てきて、またＣＯ2を使わないようなのになると思

いますけれども、ダイレクトにそのような事例があるのかどうか。あれば教えていただき

たいと思います。 

 以上でございます。 

○秋元座長  どうもありがとうございます。それでは、芝池委員、お願いします。 

○芝池委員  皆さんおっしゃっているように、５つの団体の皆さんのご発表は本当にす

ばらしいので、基本的に全て肯定する上で、少し細かいところを教えていただきたいと思

いますので、ご教示いただけましたらお願いいたします。 
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 まず電機・電子さんに関しましては、説明していただいた５ページに、組立と電機・電

子とデバイスと３つに分けて傾向を示しておられますが、この図が2012年から2013年まで

は一様に下がっていて、このときは分けていなかったのかどうかよくわかりませんが、そ

こから３つに分かれているのでが、これがどういう状況なのか教えていただきたいと思い

ます。 

 それから、ベアリングさんに関しましては、事前質問にもありましたが、原単位の考え

方で、分子と分母の整合のところで、生産高ではなくて付加価値の生産高を集計されてい

るというご回答でしたので、非常に精緻に分析されていて感銘を受けました。ぜひその方

向でこれからもやっていただきたいと思います。それだけご自身の中身の分析をきちんと

されているのであれば、山下委員もおっしゃっていましたが、ぜひ部品としてのベアリン

グの貢献度の定量化にそろそろ取り組んでいただきたいなと思います。たしか去年もその

前も同じ意見をいったような気がします。 

 自動車部品の部品工業会さんはたしかガイドラインを出されたと思います。自動車にも

たくさん納めていらっしゃるというお話ですので、自動車部品工業会さんとも連携されて、

ぜひベアリングさんの貢献度合いを定量化していただきたいと思います。 

 それから産業機械さんは、目標を聞いてみますと、皆さん原単位なのですが、2030年度

の目標が産業機械さんだけＣＯ2の排出量の絶対値で出されています。ご説明を聞いている

と、金額とエネルギーの間には差があるとか景気変動における要因とかがいろいろ大きい

というご説明のときに、ＣＯ2の原単位でなくて排出量という目標で大丈夫なんですかとい

う質問です。絶対量を掲げてしまって業界として大丈夫なんだろうかと、余計なお世話か

もしれませんが、私はちょっとそのように感じました。 

 ＣＯ2は蓄積していくので、絶対量で目標を出していただくのがもちろんベストだと思い

ます。日本全体とかではそうあるべきだと思うのですが、各業界さんとしては、もう少し

何か他の尺度と一緒に測られたほうがより正確に皆さんの努力をアピールできるのではな

いかなと思いましたので、もしご意見がございましたらお聞かせください。 

 それから、建設機械さんも変動が大きいという話をいろいろされていまして、私も全く

その通りだと思っています。原単位の１年ごとのアップダウンというのはそんなに意味な

くて、やはり長期的な傾向が非常に重要だと思います。その割には目標の立て方は2020年

が８％、2030年が17％です。これは多分基準年度からの年数をそのままパーセントにされ

ているという、簡明な方法で策定されています。この難易度について、例えば2020年の目
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標に対する2030年の17％という数字の難易度というのは、業界としてはどの程度厳しい目

標を立てたというところなのか、お聞かせいただけるとありがたいと思います。 

 それから、工作機械さんは、こちらも非常によく達成されていますが、景気の変動を工

作機械さんは一番大きく受けられるような印象を受けたものですから、景気の変動の影響

を受けない、受けにくい評価のあり方について何か考えていらっしゃるかどうか教えてい

ただきたいと思います。 

 最後に、これはどちらに言えばよいのかよくわからないのですが、多分、経済産業省さ

んだと思うのですが、いろいろ目標を立てていただくのは非常にいいのですが、その目標

や指標の中身をもう少し精緻に、各業界がどうのこうのではなく、日本全体としての目標

や指標を議論すべきだと思います。本日は中環審の方が来られていますので、中環審の方

はよくご存じなので釈迦に説法で申しわけありませんが、３Ｒでは入口、出口と循環で３

つ指標を立て、リサイクルの割合を見たり、再生資源と天然資源に分けたりとか、いろい

ろ工夫されていると思います。だから、我々のほうも、エネルギーにしても、例えば再生

可能エネルギーを分けて指標化するとかできるのではないかと思うので、2030年の目標達

成に向けては何かそういう取組を、業界に負荷がかかるのではなくて、日本の状況を正確

に調べる上で良い方向に修正していくように考えていただければいいと思います。 

 以上です。 

○秋元座長  どうもありがとうございます。多くいただきましたので、座長からは、私

の意見もコメントの中におおよそ入っていますので、ちょっと時間もタイトなので、先に

中環審側の委員等々からご意見を伺ってという形にしたいと思います。 

 それでは、齋藤委員、お願いします。 

○齋藤委員  もう皆さんいわれているとおりで、この業界の皆さん、大変なご尽力をい

ただいていており、どうもありがとうございます。引き続きＣＯ2をどんどん削減していた

だければいいなと思いますし、この業界から出てくる製品そのものがまさにこれからのＣ

Ｏ2削減に非常に大きな影響を与えると思いますので。どうしても、今やっていることに対

してＣＯ2減らせという話ですが、余りそちらばかりになりよい製品が出てこなくなるよう

なことがあるといけないと思いますので、ぜひ両方うまいバランスでやっていただければ

なあと思っているところでございます。 

 個人的に思うところは、2030年以降になるとさらにもう異次元なＣＯ2削減をしろという

話にだんだんなっていくと思いますので、なるべく早い段階から、準備が必要だと思って
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います。私は空調の研究をずっと行っているわけですが、家庭用とか業務は見える化しろ

ということで随分いろいろな取組をしているのですが、産業界は、見える化というのがも

う一つなのかなと常々思っているところでございます。 

 もちろん、簡単に公表できないという話がよく聞こえてくるわけですけれども、それを

やっていただかないと、ＢＡＴをどうしたらいいのかとか、どこに問題があるか、そこに

対してどんな技術開発が必要なのか、またどの辺でエネルギーの利用を減らせるのかがわ

からないのです。特に熱の分野は例えばヒートポンプをうまく使っていくと非常に大きな

省エネルギーを実現できる可能性が大いにありますので、とにかくきちんといろいろなと

ころを細かくみせてもらうということが大事だと思っているところでございます。 

 電機・電子業界についてですが、これは先ほど堀委員がいわれたとおりで、私も、ＩＴ

ソリューションは非常に期待しております。私は熱の分野の研究をやっていますが、熱の

分野ですと１％２％性能改善するのが命がけのような世界になってしまいます。一方で、

ソフト面だけで数十％とか、簡単に大きな省エネができる可能性を大いに秘めていると思

っております。 

 ここの調査票の中にも書いてありましたけれども、2030年まで2.2億トンＣＯ2削減とい

うすごい数値が出ておりましたので、非常に重要なのだろうなと改めて思っているところ

でございます。これはコメントになりますが、ぜひともうまい成功事例を提示していただ

けると、他の業界にもどんどん広まっていくと思っているところでございます。 

 それから、調査票のほうで、組み立てやデバイスのプロセスのあたりのエネルギー消費

の様子を図示していただいたと思うのですが、こういうことが非常にありがたくて、例え

ば、まだ熱のところはいけるということが、みる人がみればどんどんわかってくると思い

ます。さらにどのぐらいの温度を使っているのかとかまで示していただけると、もっと可

能性がいろいろ見つけられるのではないかなと思いますので、ぜひ他の業界の皆さんも、

ああいった形で、生産プロセスでどのようにエネルギーが使われているのかもっとみせて

いただけると、ＣＯ2削減に向けていろいろな取組がこれからできていくのではないかと思

っているところでございます。 

 ベアリング業界では、まさに先ほどお話があったとおりで、ここでエネルギーのロスが

あるわけで、非常に重要な分野です。ベアリングがあるからこそエネルギーロスがなくな

るという非常に重要なところだと思います。損失はまだ減らせる可能性があるのか、もっ

と新しい製品が出てくるのかというあたりを、もしいろいろご検討されているようでした
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ら、可能性についてご教示いただけないかと思っているところでございます。 

 生産ラインの話は余り出てこなかったのですが、多分、熱処理等を随分していると思い

ます。その辺でまだＣＯ2削減の可能性があるのではないかと思いますので、何かご検討さ

れているようでしたらぜひご教示いただければと思います。 

 産業機械の業界ですが、調査票をみましたら、業務部門が意外とＣＯ2の排出量が多いの

かなあとお見受けしました。業務部門では、ＬＥＤへの交換が一巡してしまうといよいよ

やることもないのかと思われてしまうのですが、空調に関しては、高性能な製品を入れよ

うとするともう限界もみえているかもしれませんが、実は先ほどの、ＩＴをうまく使った

り運用面を変えることで、かなり大幅にＣＯ2削減の可能性があると思っております。この

辺、何かもしご検討いただいているようであればご教示いただければと思っているところ

でございます。 

 建設機械の業界も同様です。業務分野は余り大きなＣＯ2の排出源にはならないというお

話でしたけれども、まだ可能性があるところだと思いますので、ぜひそれに向けてＣＯ2

削減をやっていただければと思っています。 

 工作機械の業界ですが、調査票に書いてありましたけれども、機構を立ち上げて、業界

全体でＣＯ2削減に取り組んでいる話は非常に感銘を受けまして、こういう閉じた形ではな

くて、いろいろな分野の方たちが協力してＣＯ2削減に取り組むようなことが重要だと思っ

ておりますので、ぜひ他の業界にもこういったことがうまく広まっていくとよいと思って

います。 

 以上になります。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。それでは、島田委員、お願いします。 

○島田委員  ありがとうございます。時間も限られているようですので、手短に、各業

界団体様おのおのというよりは、全般的なコメント、質問にさせていただきます。 

 私自身はここのＷＧに参加するのが３年ぶりか４年ぶりですけれども、その当時から比

べまして格段に取組が質量ともに進化しているなという印象を受けました。また、事前に

質問しましたＡＩやＩｏＴへの取組については、定量的なことはまだこれから調査すると

いうお答えでしたが、働き方改革を含むいろんな取組については定量的なご回答もいただ

き、ありがとうございました。 

 どの業界さんも、目の前、あるいは短期、中期的なところまで、年率何％削減というよ

うな地道なシナリオをつくっておられて、それはそれで１つ、法律とも整合的な取組で、
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堅実なのかなあと思うのですが、30年から50年といったところだと、かえって発想を制約

してしまう可能性もあります。中期から長期については、技術的なロードマップのみなら

ず、この業界を取り巻く大きな社会経済情勢の変革を調査する必要があります。このこと

は業界さんの将来にとって必ず重要なベースになるシナリオ・プランニングになると思い

ます。低炭素化という目的に限らず、大きなシナリオづくりが必ず必要になってくるはず

ですから、そういった大きな視点に立った中長期のプランニングにぜひ取り組んでいただ

き、目の前の地道な取組と、しかし、中長期的には大きな変革も幾つかシナリオをつくり

ながら対応を考えていくという二段構えで、この低炭素社会づくりの機会もある意味利用

しながら、どうサバイブしていくかというプランニングをお願いしたいと思います。 

 そういった意味で、１つ質問は、一部企業さんが、Sciense Based Targets（サイエンス

ベースドターゲット）ということで、世界的な要請に沿った目標を宣言し、一定の認証が

得られれば、場合によっては国際的な投資家の評価も得られて、ウィン・ウィンの関係に

導ける可能性もあります。既に一部の企業さんが取り組まれているということですが、今

回ご参加の業界団体さんの会員さんでそういったことに取り組まれている事例、あるいは

業界団体としてそういうことについてサポートするような予定があるのかどうか、その点

教えていただければと思います。 

 以上です。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。 

 多くの質問があって、残り20分余りですので、それほど一つずつがたくさん時間をかけ

ていただくと少しタイトになるかもしれませんけれども、まずは一通りコメントに対する

回答をいただければと思います。経産省さんにもちょっとあったと思いますし、後でコメ

ント等をまとめてお願いできればと思います。 

 それでは、よろしくお願いします。 

○小野寺（電機・電子温暖化対策連絡会）  いろいろおほめの言葉をいただきまして、

大変ありがとうございました。 

 山下委員からありましたコメント、大変ありがとうございます。クロスオーバーの取組、

我々もこれからも引き続きやっていかなければならないと考えていますので、そういう取

組を進めていきたいと考えてございます。 

 それから、田中委員からのご質問、周辺機器に対しての具体的数値の定量化につきまし

ては、個々のメーカーさん、製造メーカーでもなかなかとれてないというのが実情でして、
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例えば、先ほど太陽光発電のインバータ化、インバータの部分でどのぐらいの寄与率があ

るのか、あるいはＣＯ2の削減があるのかというのは、全体機器として我々としてつかんで

いるという認識でございますし、個々の機器メーカーさんがそれを開示するというのはな

かなか難しいというような状況もございます。これからの検討課題として我々は捉えてい

きたいと考えてございます。 

 それから、岡部委員のご質問ですが、2050年ビジョンに向けた取組、業界としてどのよ

うにやっているのか。参加企業が増えているのはなぜかということでございます。これは

地道な勧誘と、担当者レベルで勧誘してもなかなか参加してくれないというのもございま

すので、担当役員さんに直接我々としては働きかけたり、そういう上から落とし込むとい

うようなやり方も工夫してやってございます。 

 それから、2050年ビジョンに対して電機業界として各社に働きかけているのかというご

質問ですけれども、これは特に業界としてはやってないのですが、各社、それぞれやらな

ければならないと独自で取り組んでおりまして、電機業界も50年ビジョンをつくっている

企業が大分増えてきましたので、我々電機業界全体として今どういうことが発信できるの

かというのを検討しているところでございます。 

 堀委員からのＩｏＴ、ＡＩのお話でございますが、イニシアティブをとってＷＧをつく

ったらどうかということでございますが、経団連の低炭素社会実行計画の中で主体間連携

というのが一つの目玉になってございますので、我々としては、今、オープンイノベーシ

ョンとかいわれていますけれども、我々の知っている、得た、公開できる情報については

他産業さんにもぜひ利用していただければと考えてございます。 

 それから、ＣＯ2削減すると利益が出る事例はないかというご質問ですけれども、基礎研

究段階ですけれども、人工光合成とかそういうのが今後できてくればいいなという程度で

ございますが、なかなか事例として難しいかなと思います。 

 それから芝池委員からの、2012年から2013年の組立と電子デバイス間のデータが一緒に

なっている理由に関するご質問です。これはたまたまです。若干違うのですけれども、た

またま一緒になったデータでございます。期待された答えでなくて申しわけございません。 

 それから、齋藤委員からのご質問で、ＩＴソリューションに期待されて、熱とかの取組

を見える化できないかというご質問でございます。これは今我々としても取り組んでござ

います。ＩｏＴを使って、例えば生産改革をもっと見える化するというような取組も各社

でやってございますので、電機だけではなくて、熱についてもこれからやっていかなけれ
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ばならない課題かなと思います。 

 ただ、技術屋がどんどん、今、そういう生産技術といいますか、残念ながら減っている

ような傾向もございまして、データをとっても、それを分析、解析してフィードバックで

きないというところにちょっと陥っている印象もございますので、それが課題かなと考え

てございます。 

 それから、島田委員からのシナリオプランニング、これは我々も、各社、当然シナリオ

を考えていかないととんでもない方向に行ってしまいますので、シナリオプランニングと

いうのは非常に大事かと考えてございます。 

 それから、サイエンスベースドターゲットという言葉が出ましたけれども、電機・電子

の中でも、これに対しては一部既に取り組んでいる企業がございます。こういうことをも

とにして、我々としてはどんどん進めていきたいなと考えてございます。 

 以上でございます。 

○秋元座長  どうもありがとうございます。それでは、ベアリング工業会さん。 

○高柳（日本ベアリング工業会）  ベアリング工業会から、ちょっとご回答させていた

だきます。 

 私、初めてこのＷＧに出させてもらいまして、ベアリング工業会は部品をつくっている

と。最終製品を直接売ってないというところが少しやりにくいところがあると思っており

ます。ＣＯ2につきましては、工場での削減と、商品としてお客さんのところで使ってもら

う段階、ユーザーで使ってもらう段階での貢献が重要だということは認識しておりますけ

れども、部品を供給する業界とすれば非常に難しいところがあるなというのが感想です。 

 まず山下委員からのご意見ですけれども、業界としての定量化ということは、今いった

ように、なかなか難しい面はありますけれども、昨年もいろいろご指摘されておりまして、

我々メーカーも業界も自分のところの使ってもらう商品について追求しているところは各

社あります。業界としての定量化はできておりませんけれども、各社の中で、前商品との

差ですとか、新しい、今までの一般的なものとの差を追求して、各社、使用段階での排出

量削減について公表しているデータはありますので、その各社のデータをとりまとめた貢

献レポートなるものを工業会でまとめて作成しまして、今、ホームページのほうに載せて

いる段階です。 

 同じようなところで、芝池委員から、自動車業界のガイドラインももとにというお話は

昨年も承っておりますけれども、業界のほうでガイドラインも公表資料を確認して委員会
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の中でも検討しておりますけれども、同じベアリングの型番としてもいろんな自動車メー

カーによって使われ方があるものですから、それを業界として定量化していくというのは、

一歩二歩三歩踏み込んでやっていかなければいけないということで、今のベアリング工業

会の状況のもとではなかなか難しいというのが、その専門委員会の中での回答です。それ

を受けて、先ほども回答しました上で、各社、それぞれの商品については追っていけるも

のだからということで、各社のホームページにあるようなものについて貢献レポートで載

せてもらっているという段階に今上がっているということです。 

 齋藤委員からのご意見で、エネルギーロスの可能性はあるかということなので、ベアリ

ングそのものがそういう機能ですので、まだまだというか、多分あると思います。いろん

なユニット化もしておりますし、ＥＶですとか、燃料電池ですとか、風力発電等々、あと

新幹線の新しい技術ですとか、その辺について各社取り組んできております。 

 各社、ユーザーと連携して新しい商品開発をしているものですから、終わった後のその

ものについては同じく貢献レポート等々でやっていきたいと思っておりますけれども、前

もってそれがどれぐらい、どの分野でというのはなかなか業界としての定量化が難しいと

考えております。 

 ベアリング工業会からは以上です。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。ちょっと途中ですけれども、今、例えば

ホームページで各社出しているという情報等でもいいので、次回に何か報告いただくとか

いうのはできないのでしょうか。 

○高柳（日本ベアリング工業会）  貢献レポートで、業界ホームページに出しているく

らいですから、その一部をつけることは十分。 

○秋元座長  そういうところからで十分だと思うのですけれども、多くの方からそうい

う意見があったと思いますので、そういうところからでも構いませんので、ぜひちょっと

一歩踏み出していただければと思います。 

○高柳（日本ベアリング工業会）  はい、わかりました。 

○秋元座長  それでは続いて産業機械工業会。 

○庄野（日本産業機械工業会）  日本産業機械工業会でございます。 

 私ども、どうしてもビジネスがＢ to Ｂ、それも生産財ということで、一般消費財と異

なった特殊な分野ということがありまして、各社さん、みんなＰＲが上手くなく積極的に

打ち出すと、商談時点で利点を理解いただき仕事をとればいいというよう実利的な傾向が
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ございます。なかなかこういった分野できれいな説明ができないというのが課題でありま

すが、対象機器に関しては毎年毎年何かの改善を図っています。 

 そういう中で、今回も事前のご質問でいろいろございました。定量的に示せというのは

たくさんありまして、これも私ども非常に大きな課題で、各社に確認を進めますと、仕様

が注文ごとに違いますし、お客さんの使っているところでデータが変わってくるとか、い

ろいろ言い訳的な話はいっぱい聞こえて来ますが、そういうことばかりいっていてもしよ

うがないので、何とか定量的なところを１つずつでも出していくようなことをやっていこ

うと、今年の取組の一つとして指示はしているところでございます。 

 一方、私どもの製品の中で非常に大きなウエートを占める製品に１つ、火力発電用の機

器等がございます。タービン、ボイラ、そういったものがあるのですけれども、これも今

市場環境が、世界的な環境問題への取組から大きく変わってきておりまして、受注が全部

ストップするというような状況もあります。こういうことを考えまして、これからさらに

ＣＯ2削減の課題が大きくなるときに、このまま毎年毎年単純に努力するだけではやはりだ

めなのではないかと。事業自体、ものつくりのあり方自体などを見直していかないと、ま

さに事業の存亡の問題があるというような認識をもちまして、今年はその辺について真剣

に考えていこうと課題の一つにこれも挙げているというような現状でございます。 

 一方で、ただ、それが単純にできるかということですけれども、先ほども岡部委員から、

2050年、長期的なビジョン、何か出せないのかというのがございましたけれども、私ども、

大変なのは、一つの会社の中で幾つかの事業をやってございます。５年後、この事業部が

あるかどうかと。会社は存続するのですけれども、事業部があるかどうかというのが大き

な問題でありまして、50年先、会社はあってもつくっているものは変わっているというよ

うな状態。まして、私どもの業界も、50年、あと数十年後、つくっている事業の中身が変

わっているし、多分、プレーヤーも大きく変わっているのではないかというような形が当

然推測されるわけでございます。さりとて、産業界の取組について積極的に改革していか

なければいかんという認識は非常に強くもっておりますので、その辺を大きく変えていき

たいと考えております。 

 あと、総量での排出の基準で問題ないのかという話がございましたけれども、そのよう

なことがございまして、一つのラインで特定のものを造るのではなく一つの大きな工場の

中で何種類もいろんなものをつくっているので、原単位でむしろ出すほうが大変なことか

ら、2020年の暫定はえいやっと努力目標としてやっているというのが現状で、一企業、一
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事業でみたときには、総量のほうがむしろ努力目標として明確に出てくるので、総量目標

の方が良いような現状がございます。 

 ただ、長期的にみた場合、その事業が本当に存続できているのかどうなのかということ

で総量がどんどん変わってくるというのはございますけれども、相対的には削減に向けて

頑張っていくというのが我々業界の現状でございます。 

○秋元座長  どうもありがとうございます。それでは、建設機械さん。 

○内田（日本建設機械工業会）  直接固有名詞が挙がってご質問があったところを中心

にご回答させていただきますと、まず山下委員から、2030年目標が30％少しでという、今

後目標を変えませんかという話ですね。これは芝池委員からの、2020年から2030年の難易

度がどうかというところと一緒だとは思うのですけれども、はい、変えないつもりでおり

ます。この段階で変えるというのも非常に恥ずかしいことでもありますし、景気の変動で

数字は上下はしますので、今の目標に向かって取り組んでいくということになるかと思い

ます。難易度といわれると非常に難しいのですけれども、実現可能性のある数字であろう

と個人的には思っております。 

 それから、海外貢献の定量化の部分で、今回、油圧ショベルだけでしたが、他のものに

も踏み込みますかというお話ですが、踏み込みます。国内のほうは、ちなみに、油圧ショ

ベルとホイールローダ、ブルドーザの３機種で数字を出させていただいておりまして、こ

の３機種でほぼかなりの比率を占めておりますので、来年のご報告の段階では、少なくと

もその３機種で何とかご報告できないかと考えているところでございます。 

 それから、田中委員から最後に、建設機械、一応台数を５割ぐらいでみてますよねと。

これから新興国向けにもっと入っていくのではないか。だから海外貢献が進むのではない

ですかというお話もあったのですが、ここは非常に難しい部分でもありまして、日本製の

油圧ショベルのシェアというのは、あくまで推定ではありますが、10年ぐらい前は７～８

割ぐらい日本製の機械であったという推測がある中で、今、2016の実績で５割ちょっとぐ

らいと推定していて、なぜ下がっているかというと、中国メーカーの台数が増えたりとい

ったところもありまして、今後かなり増えていくかというところは非常に難しい部分があ

るというのと、これからＩＣＴのような機械が導入されていく中で、台数だけがこっちに

つながっていくのか、１台当たりの機械効率がよくなるというのもあるので、台数が急激

に増えていくのかなというところもありまして、まあまあ横ばいというか、今現在の数字

で今回は考えさせていただいたといったようなところであります。 
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 あと国内についても、堀委員からも、ＣＯ2削減することで生産効率が上がる例とか、Ｃ

Ｏ2の削減で利益が出ている例というようなお話がありましたけれども、国土交通省の政策、

国も施策として挙げられておりますけれども、アイ・コンストラクションが進んでおりま

すので、建設機械についてもＩＣＴの機械の導入を各社進めようとしております。当然の

ことながら、無駄掘りがなくなるとか工期の短縮がされるとかいったところで、ＣＯ2の排

出量は減っていき、生産活動量は上がるという形にはなりますので、こういった機械が、

アイ・コンストラクションが推進されることによってどんどん入っていくというようなと

ころで貢献が出てくるのかなあと考えているところであります。 

 以上です。 

○秋元座長  どうもありがとうございます。工作機械工業会様、お願いします。 

○鈴木（日本工作機械工業会）  同様にですが、直接的にいただきましたご質問につき

まして回答させていただきます。 

 最初に、問診票を14001から見直し改定を進めたその経緯、背景についてご質問いただい

たと記憶してございます。そちらにつきましては、14001が、2008年版から2015年版への改

定時期に中身をどのように変えようかと内部で議論いたしました。ＩＳＯ14001を、取得し

ている企業さんにとっては運用チェック、これからとる企業さんに対しては取得推進、そ

ういったもので設問を立てつけるのか、あるいは、省エネを進めていくための具体的な細

かい活動を含め、もろもろ細かい取組を設問立てて、省エネの取組を進めていく設問内容

とするのかの検討に基づいて、省エネ活動に舵を切った問診内容査となるよう変えた、と

いうのが背景でございます。 

２点目は、2050年の省エネのビジョン等につきまして業界として議論しておられますで

しょうかというご質問でございますが、それは、2020年、30年とそういう数字が出てきて、

その後にというようなところで、議論そのものはこれからというのが正直な回答でござい

ます。 

 そういったことをやっている企業さんございますかというご質問でございますが、私ど

も事務局が承知しているところでは、把握しておりませんというのが正直な回答でありま

す。データをもっておりませんのではっきりとは答えられませんが、普通考えて、そこま

でやっている企業があるだろうか、という状況と思われます。 

 続きまして環境活動マニュアル、これはいい取組だというご指摘をいただきまして、大

変ありがとうございます。その回答をすることに対するインセンティブありでしょうかと
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いうご質問をいただきましたが、これはございません。委員会活動として、企業さんに事

例のご提出をお願いして、出てきたものをとりまとめているということで、データ・事例

をいただいたから何かというものはないです。 

その環境活動マニュアルを出すに当たっての悩みですとか問題点ですとかいうことで申

し上げますと、今回の冊子もそうですが、照明機器といえば、ＬＥＤを入れていますとい

う事例に集中しやすく、比較的似た事例が出てきやすいことが１つです。あと、これは定

期的に出しておりまして、一回出してしまうと、次出すときにネタ切れになってしまうの

ではないかという、ご担当者のご苦労も一部にはあるように伺っております。 

 続きましてですが、景気変動を受けにくい評価の仕方はないでしょうかと。原単位では、

工作機械業界は景況によって乱高下することがございます。それにつきましては、この目

標を設定する上では常に業界内部でも議論が出るところでございますが、正直、非常に難

しい問題でございまして、検討を重ねて、何かないだろうかという議論を深めてまいろう

かという状況でございます。 

 簡単ですが、以上でございます。 

○秋元座長  どうもありがとうございます。 

 すみません。時間、ほぼぴったりになってしまったのですが、今の意見、コメントを受

けて、委員の中から、これだけはという話がありましたら。 

 よろしいでしょうか。 

 もしかしてあるかもしれませんけれども、時間がタイトなので、お許しください。 

 それでは、環境省さんのほうからコメントをお願いします。 

○松澤環境省地球温暖化対策課長  どうもありがとうございました。 

 電機・電子の皆さんにぜひちょっとお願いしたいことがございます。産業部門全体で、2

013年比でエネルギー起源のＣＯ2は4,500万トンほど減っておるのですけれども、一方で、

代替フロン、ＨＦＣ、これはモントリオール議定書が一昨年改定されまして、国際的にも

上流側の規制が始まるということになっておりますが、約1,100万トン、日本で逆に増加し

ておりますので、本日議論していただきましたような、まさに産業界の省エネルギー、再

生可能エネルギーなどさまざまな取組で、せっかくやっているものを相殺する大きな流れ

になっています。低ＧＷＰ製品ですとか、それから冷凍空調の業界団体も、サービス時の

排出抑制とか、いろいろな取組もされていると思いますので、そういった取組に関して、

他部門貢献ですとか、あるいは海外貢献の対象製品に追加するということの検討をご開始
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いただければと思っております。 

 以上でございます。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。それでは、経産省さん。 

○亀井室長  ありがとうございます。 

 幾つか私たちに宿題があったように承っておりますけれども、まず2050年の長期の話は、

産業界の方にいろいろご質問やご意見がありましたけれども、多分それは我々政府のほう

にも問われていて、2050年の議論というのはまさにこれから環境省さんと一緒にやってい

くということになっておりますので、そのご指摘は私たちにもいただいたものだと思って、

本日受けとめました。 

 あと、芝池先生から、指標の工夫が何かできないのかということですが、にわかにこの

場で何かお答えできるアイデアはないのですけれども、ちょっと検討させていただきたい

と思います。 

 あとは、特に他部門への貢献とか、今回たくさん取り組んでいただいたところもあって、

なかなか難しいという業界さんもありましたけれども、ここの点を私たちはすごく大事に

取り組んでいて、そういう勉強会もやっていますので、自部門での削減だけでなくて、他

部門とか、国際貢献とか、イノベーションとか、そういうところでも産業界のもっている

ものを発揮していただきながら、地球のＣＯ2、温室効果ガスを減らしていくという動きに

していきたいと思っていますので、引き続きよろしくお願いします。本日はありがとうご

ざいました。 

○秋元座長  どうもありがとうございました。 

 それでは、簡単に本日のまとめということですけれども、たくさんご意見いただきまし

て、また丁寧にご回答いただきまして本当にありがとうございました。委員の意見、みん

なそうだったと思いますけれども、毎年非常に更新がなされて、いい形になってきている

かなあというのが全般的な感想だったと思います。大変なご努力に関して深く感謝申し上

げたいと思います。 

 その上で、国内のプロセスでの排出削減については、少し意見があった部分でいきます

と、恐らく景気変動によって非常に影響を受けやすい業種が多いということだったと思う

ので、一喜一憂することなく、そこに関しては地道に着実に改善を図っていくということ

が重要だろうと思います。努力を怠らずに、ぜひ進めていっていただければと思います。 

 ２番目と３番目の柱になると思うのですけれども、製品ベースでの排出削減であるとか、
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国際貢献の部分に関しましては、日本建設機械工業会様は新しく海外貢献分の算定を定量

的になされて、一歩踏み出していただいたかなあと思いますので、そういったものに関し

て、他の業界さんも引き続き、何か可能性がないのか、難しいことは非常によくわかるの

ですけれども、少し仮定を置きながら、大胆なことをやっていっていただければと思いま

す。 

 革新的な技術に関しては、ＡＩとかＩＴとか、それによって、場合によってはシェアエ

コノミーとかそういうもので社会が変革する可能性があって、エネルギー効率を大きく高

める可能性があると。そういうことに関しては非常に社会全体の大きなテーマであって、

むしろ研究機関である我々とか経産省も一緒に考えていかないといけないことだろうと思

いますけれども、ここの業界さんも非常に深い関係がある部分でございますので、ぜひ一

緒に協力して、何かそういう可能性を見出しながら、経済成長とＣＯ2削減の両立を図れる

ような社会のあり方というものを検討していければと思います。これは大きなテーマで、

これから引き続きそういうことを意識しながら進めていきたいと思った次第でございます。 

 すみません。時間、５分ほどオーバーしてしまいました。 

 今後の予定としては、まだ日程は決まっておりませんけれども、ＷＧの親会議である産

業構造審議会及び中央環境審議会の合同会議において本ＷＧの議論の報告を含め、低炭素

社会実行計画の審議を行います。合同会議に本ＷＧの議事を報告するため、本日の議論の

概要を作成することとなります。その内容については、座長である私にご一任いただくと

いうことにさせていただきたいと思いますけれども、よろしいでしょうか。 

     （「はい」の声あり） 

 それでは、私のほうで、事務局と相談してつくらせていただきたいと思います。 

 最後に、事務局より連絡事項等があればお願いします。 

○亀井室長  委員の皆様、活発なご議論ありがとうございました。 

 議事録につきましては、事務局でとりまとめを行いまして、委員の皆様にご確認をいた

だきました後にホームページに掲載させていただきたいと思います。 

○秋元座長  それでは、以上で本日の議論を終了したいと思います。本日はどうもあり

がとうございました。 

 

                                 ――了―― 


